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座長のことば 

 

 

 

 

 

 

 

 

(公財)日本国際医学協会 常務理事 

近藤  太郎  

 

令和 8 年 1月 22 日、第 472 回国際治療談話会例会を始めます。 

中央社会保険医療協議会での議論が繰り返され、厚生労働省では令和 8年診療報酬改

定に向けての準備が進められている時期に当たります。 

今夜のテーマは「これからの地域医療のあり方」です。限られた財源の中で、わが国

に必要な地域医療をどのように行なっていくのか、副題には「〜医療経済のことを踏

まえて〜」と添えました。 

感想と講演Ⅰ、Ⅱの３題とも「医療経済を踏まえた地域医療のあり方」で通しまし

た。発表いただく先生方には、これからはこう考えて行くのだ、と建設的な意見をお

話しいただき、視聴されている皆様方と質疑応答で理解を深めたいと考えています。 

  

第１部感想は、慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授の後藤励先生です。演題名は

「これからの地域医療を医療経済の面から考える」です。 

京都大学をご卒業された医師で、大学院では医療経済学の研究をされました。経済学

博士です。 

医師からの医療提供だけでなく、個人個人の健康アウトカムを最大化するための分析

枠組みを提供する健康経済学という分野を、皆さまとともに学び、あらためて地域医

療を考えてみたいと思います。 
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● ● ● ● ● ● ● ● 第 1 部 ● ● ● ● ● ● ● ● 

感  想 

これからの地域医療を医療経済の面から考える  

 

 

 

 

 

 

 

 

慶應義塾大学大学院経営管理研究科 
教授 

後  藤  励  

 

医療経済学は、英語では health economicsと呼ばれる経済学の一つの分野であ

る。医療提供者ではなく、消費者が真に求める「健康」を中心に据え、限られた資源

のもとで健康アウトカムを最大化するための分析枠組みを提供する学問分野である。

この視点は、従来の「医療経済学」という供給者視点の捉え方とは異なり、医療・介

護・保健・福祉を含む広い健康関連サービスを横断的に比較・評価することを目指し

ている。したがって、本来この分野は、健康経済学と呼ぶ方がふさわしいかもしれな

い。 

健康経済学において重要な概念の一つが、健康を幅広く測定し、資源配分の判断材

料とすることである。健康アウトカムは本質的に多次元であるが、これを生存年と生

活の質（QOL）を組み合わせたQALY（質調整生存年）として統合的に評価する手法

が発展してきた。健康経済学で長く使われている健康関連QOL 尺度である EQ-5D

では、健康を身体機能、日常活動、痛み、不安・抑うつといった 5つの要素として測

定し、異なる保健医療サービスを共通の指標で比較することを可能にしている。健康

の総合的な指標という意味では、国民生活基礎調査のデータを用いた健康寿命の考え

方とも親和性が高いと言えるかもしれない。 

さらに近年では、健康関連 QOL に加え、より広いウェルビーイングを捉える指標

の重要性が指摘されている。EuroQOLが開発を進める EQ-HWB は、従来の身体機

能や痛みに加え、不安だけでなく悲しみ・抑うつ、疲労、孤独、認知機能、現状をコ

ントロールできているかといった要素を含む。さらに QOL 測定においては、患者の
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みならず家族介護者のQOL 評価についても研究と実践が進んでいる。これにより、

医療・介護・保健・福祉を統合的に評価する可能性が広がりつつある。 

地域医療を考える上では、医療・介護などが地域経済の中で占める位置づけを理解

することも重要である。県民経済計算を用いると、「保健衛生・社会事業」は多くの

地域で大きな産業となっており、とくに地方では雇用者報酬の割合が高い。医療・介

護サービスは健康を支えるだけでなく、地域経済の雇用や消費を支える側面も持つた

め、資源配分の変更は健康アウトカムだけでなく地域経済への影響も考慮する必要が

ある。 

今後、80 歳以上人口の増加とともに医療ニーズと介護ニーズは併存し、生活支援

を含む幅広いサービス需要が拡大する一方、経済成長の制約によりヘルスケア資源は

より厳しく制約される。その中で、個々のサービスの効率性のみならず、地域全体と

して健康改善に資する資源配分が行われているかを検証し、共通のアウトカム指標を

用いて関係者間で情報を共有することが不可欠である。健康経済学は、こうした議論

にエビデンスを提供し、これからの地域医療を考えるために寄与することが期待され

る。 
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● ● ● ● ● ● ● ● 第２部 ● ● ● ● ● ● ● ● 

 

これからの地域医療のあり方  

 〜医療経済のことを踏まえて〜  
 

 

座長のことば 

(公財)日本国際医学協会 常務理事 

近藤  太郎  

 

第２部です。 

お一人目は、千葉大学医学部附属病院 次世代医療構想センターセンター長・特任教授

の𠮷村健佑先生です。 

演題名は「データと政策で読み解く地域医療の未来」です。 

病院だけでなく、全国の多くの診療所においても患者数が減少する一方で、経費が嵩

むなど、医療機関の経営が悪化していることが明らかになっています。 

少子高齢化と人口減少が進行する中、「戦略的縮小と効率化」という視点から地域医

療を維持していこう。そのためにはどのようなことが必要か？ 

医療資源の再配置が避けられない中、行政、医療機関、地域住民とのやりとりや試行

錯誤を市原市での具体事例を通じて語っていただきます。 

  

お二人目は、名古屋記念財団理事長の太田圭洋先生です。 

演題名は「診療報酬改定と今後の病院医療」です。 

  

名古屋大学を卒業し、イギリスのアストン大学経営大学院で MBA を取得されていま

す。現在、日本医療法人協会副会長であり、病院団体からの中医協委員として活躍さ

れています。 

改定率のアップが決まりましたが、それは通過点に過ぎません。財源の確保だけでな

く、社会から求められる改革に取り組む必要があるようです。医療者自身が現実を知

り、制度改革と経営改革の双方に向き合うことが必要である、というお話をいただき

ます。 

お二人の講演後に、視聴者のみなさまから気づきやコメント、質問をいただきたいと

思います。 
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講演Ⅰ 

データと政策で読み解く地域医療の未来  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

千葉大学医学部附属病院 次世代医療構想センター 

センター長・特任教授 

吉村 健佑 

 

少子高齢化と人口減少が進行する中、日本の多くの地域では入院患者数の減少がす

でに現実のものとなり、病院経営の悪化や医療提供体制の再編は、もはや将来の課題

ではなく「現在進行形の問題」となっている。本研究は、千葉県市原市を事例とし

て、地域医療をいかに維持するかを「拡大」ではなく「戦略的縮小と効率化」という

視点から捉え直し、その構想と実装、さらには社会的合意形成のプロセスを検討する

ことを目的とする。 

市原市では、2023 年 12 月に帝京大学ちば総合医療センターが市北部への移転を

発表したことを契機に、地域医療の将来像を巡る議論が本格化した。2024 年 1 月に

は市原市から千葉県に要望書が提出され、同年 4 月には市内医療資源と医療需要を多

角的に分析した「地域医療調査」の結果が公表された。演者は同月、市原市医療政策

参与に着任し、DPC データや人口推計、医療圏別需給分析を基盤としつつ、行政・医

療機関・地域住民との合意形成に関与してきた。その後、2025年 3 月に千葉県地域

医療構想調整会議（市原医療圏）資料が公表され、同年 5 月には「市原市地域医療推

進ビジョン」が策定・公表されるとともに、新たな病院事業者の公募・選定が完了し

た。 

本事例から得られた第一の示唆は、入院患者数の減少が病院経営に直結し、結果と

して医療資源の再配置を不可避にしているという現実である。この過程では、県・市

町村・医療圏といった複数レベルでのデータを接続し、単一指標に依存しない立体的

な分析と、関係者間の丁寧な対話が不可欠であった。第二に、高度専門医療について

は、患者数の減少、外科医を中心とした人材不足、高額医療機器の収支悪化といった

制約条件の下では、診療の質を維持するために集約化が合理的な選択となり得ること

が示された。第三に、医療機能の集約がもたらす物理的アクセス低下に対しては、診

療機能の「見える化」や移動支援、紹介・逆紹介の整理といった、アクセスを補完す

る政策対応の重要性が浮き彫りとなった。 
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さらに、本発表では船橋市における病院建て替え時期と連動したダウンサイズの事

例にも触れ、都市部においても同様の課題が顕在化しつつあることを示す。医療提供

体制の維持は、規模の拡大によってではなく、「戦略的な縮小」と「痛み分け」を通

じて達成される段階に入っている。大規模医療機関の存在そのものを目的化するので

はなく、質を維持するためにどこまでアクセスを手放せるのかを社会全体で問い直す

ことこそが、今後の地域医療構想における核心的課題である。 

その道筋は容易ではなく、試行錯誤を前提とせざるを得ない。しかし、立ち止まる

こと自体が最大のリスクとなりつつある。当日は、市原市などの具体的事例を通じ

て、データと政策を往復しながら地域医療の未来を構想するための議論の基盤を提供

したい。 

 

講演Ⅱ 

診療報酬改定と今後の病院医療  

 

 

 

 

 

 

 

社会医療法人名古屋記念財団 理事長 

太田 圭洋 
 

現在、日本の病院医療は深刻な経営危機に直面しており、その状況はマスコミ報道

を通じて国民にも徐々に認識されるようになってきた。しかし、なぜこのような事態

に至ったのかについては、医療者を含め十分に理解されているとは言い難い。筆者は

病院団体推薦の中央社会保険医療協議会（中医協）委員として 2024 年改定に関わ

り、現状に強い責任を感じてきた。そのため、診療報酬改定の仕組みと制約を正しく

理解することが、病院医療の将来を考える上で不可欠であると考えている。 

診療報酬改定は 2年に 1 度行われ、医科点数表の改定として医療機関の収入を左右

する重要な制度である。その内容は、中医協での議論を経て厚生労働大臣に答申され

るが、最大の前提条件は、内閣の予算編成過程で決定される「改定率」である。これ

は翌年度の医療費総額をどこまで認めるかという制約であり、日本の医療が実質的に

総額予算制で運営されていることを意味する。改定率が低ければ、ある分野の点数を

引き上げるためには、別の分野を引き下げる必要が生じる。 

2000 年代以降、診療報酬は一貫して抑制され、民主党政権期を除けば本体はほぼ

マイナス改定が続いてきた。その結果、病院の医業利益率は長期的に悪化している。
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改定率の決定には医療経済実態調査も参考とされるが、実際には医療機関の経営悪化

が直接反映された例はほとんどない。むしろ決定的な影響を与えているのは、毎年 6

月に閣議決定される「骨太の方針」であり、ここで社会保障費を高齢化の伸びの範囲

内に抑えるという方針が長年維持されてきた。 

医療費の自然増には高齢化要因に加え、医療の高度化による増加があるが、日本で

は後者を基本的に認めず、薬価引き下げや自己負担増などによって財源を圧縮してき

た。こうした政策のもと、2024 年改定では、物価上昇が続く中で本体改定率は 2年

間で 0.88％にとどまり、多くの病院が経営破綻の危機に直面した。 

この危機感から、病院団体は 2025 年の骨太の方針に向けて積極的な情報発信と政

治的働きかけを行った。その結果、「高齢化による増加分」に加えて「経済・物価動

向を踏まえた対応分」を認めるという財政フレームの見直しを実現し、最終的に本体

改定率 3.09％を確保するに至った。しかし、年率 3％程度の物価上昇が続く中で

は、なお十分とは言えず、今後も継続した取り組みが必要である。 

さらに、日本社会は急速な人口減少と高齢化という歴史的転換点にある。人口は

2008 年をピークに減少局面に入り、今後は生産年齢人口が急減する。現在の社会保

障制度は、人口構成が安定していた 19 世紀型の時代に設計されたものであり、21

世紀型の人口構造では維持が困難である。医療・福祉分野では 2040 年に大幅な人材

不足が見込まれ、生産性向上や医療提供体制の抜本的見直しが不可避となっている。 

財政試算でも、改革を行わなければ社会保障費が経済成長を上回り、制度の持続可

能性が失われるとされている。今後も医療費抑制を前提とした改革が続く中で、医療

者は財源確保の努力と同時に、社会から求められる構造改革に主体的に取り組む必要

がある。 

2026 年改定では比較的高い改定率を確保できたが、それは通過点に過ぎない。今

後も地域医療を守るため、医療者自身が現実を直視し、制度改革と経営改革の双方に

向き合うことが強く求められている。 
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T h e  F u t u r e  o f  C o m m u n i t y  

H e a l t h c a r e :  T a k i n g  i n t o  a c c o u n t  

t h e  e c o n o m i c s  o f  h e a l t h c a r e  

■Introductory Message from the Chair 

T. Kondo, MD. Managing Director, IMSJ 

 

Discourse  

Community Healthcare From the Perspective of Health 

Economics  

Rei Goto, MD, PhD 

Graduate School of Business Administration / 

Graduate School of Health Management, Keio University 

 

Health economics is a subfield of economics. Rather than adopting the perspective of 

health-care providers, it places at its center the concept of “health” that consumers 

genuinely seek, and provides an analytical framework for maximizing health under 

conditions of limited resources. This perspective differs from the traditional, provider-

oriented interpretation often implied by the term “healthcare or medical economics” in 

Japan. Instead, health economics aims to compare and evaluate a wide range of 

health-related services—including medical care, long-term care, public health, and 

social care—within a unified framework. In this sense, the term “health economics” may 

be more appropriate than healthcare or medical economics to describe the field. 

 

One of the most important concepts in health economics is the measurement of health 

in a comprehensive manner and its use as a basis for resource allocation decisions. 

Health outcomes are inherently multidimensional, yet methods have been developed to 

integrate them into a single metric by combining length of life with quality of life (QOL), 

most notably the quality-adjusted life year (QALY). The EQ-5D, a health-related QOL 

instrument that has long been used in health economic evaluation, conceptualizes 

health through five dimensions: mobility, usual activities, pain/discomfort, and 

anxiety/depression, in addition to self-care. By quantifying health status along these 

dimensions, the EQ-5D enables comparisons across different health-care and public 

health interventions using a common outcome measure. From this perspective, the 

concept of healthy life expectancy derived from national surveys, such as the 

Comprehensive Survey of Living Conditions in Japan, can also be seen as closely aligned 

with the core ideas of health economics. 
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In recent years, growing attention has been paid to the importance of measuring 

broader aspects of well-being in addition to health-related QOL. The EQ-HWB (health 

and well-being), currently being developed by EuroQOL, extends beyond traditional 

dimensions such as physical functioning and pain to incorporate psychological and 

social elements, including not only anxiety but also sadness and depression, fatigue, 

loneliness, cognitive functioning, and the extent to which individuals feel in control of their 

current situation. Moreover, research and practice have increasingly emphasized the 

assessment of QOL not only for patients but also for family caregivers. These 

developments expand the potential for integrated evaluation across medical care, long-

term care, public health, and social welfare. 

 

When considering community health care, it is also essential to understand the position 

of medical and long-term care services within the local economy. Using prefectural 

accounts, the “health care and social services” sector constitutes a major industry in 

many regions, particularly in rural areas where the share of employee compensation is 

relatively high. Medical and long-term care services thus play a dual role: they contribute 

to improvements in population health while simultaneously supporting local employment 

and consumption. Consequently, changes in resource allocation within the health-care 

system should be evaluated not only in terms of health outcomes but also with regard to 

their broader economic impact on local communities. 

 

Looking ahead, the continued growth of the population aged 80 years and older will 

result in the simultaneous expansion of medical and long-term care needs, as well as 

increasing demand for a wide range of support services related to daily living. At the 

same time, constraints on economic growth will further limit the resources available for 

health care. Under these conditions, it will be increasingly important to assess not only the 

efficiency of individual services, but also whether resources are being allocated in ways 

that effectively improve health at the community level. Sharing information among 

stakeholders using common outcome measures will be essential. Health economics is 

expected to contribute to these discussions by providing evidence-based insights, 

thereby supporting informed decision-making for the future of community health care. 
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LectureⅠ 

The Future of Regional Healthcare: Insights from Data and 

Policy  

Kensuke Yoshimura MD, MPH, PhD 

Center Director, Specially Appointed Professor 

Center for Next Generation of Community Health, 

Chiba University Hospital 

 

As population aging and demographic decline accelerate, many regions in Japan are 

already experiencing a visible decrease in inpatient volumes. This trend has directly 

undermined hospital finances and made the reorganization of healthcare delivery 

systems unavoidable. This study examines how regional healthcare systems can be 

sustained not through expansion, but through strategic downsizing and efficiency, using 

Ichihara City in Chiba Prefecture as a case study. Particular attention is paid to how such 

strategies can be designed, implemented, and socially legitimized through data-driven 

analysis and consensus building. 

 

In Ichihara City, discussion of the future healthcare landscape intensified following the 

announcement in December 2023 that Teikyo University Chiba Medical Center would 

relocate to the northern part of the city. In January 2024, Ichihara City submitted a formal 

request to Chiba Prefecture, and in April 2024 the results of a comprehensive “Regional 

Healthcare Assessment” were released, incorporating analyses of healthcare demand, 

supply, and utilization patterns. The author was appointed as Healthcare Policy Advisor 

to Ichihara City in the same month and has since been involved in the process from both 

analytical and policy-coordination perspectives, integrating DPC data, demographic 

projections, and medical-area-level demand–supply assessments. Subsequently, 

materials from the Chiba Prefectural Regional Healthcare Vision Coordination Meeting 

(Ichihara Medical Area) were published in March 2025, followed by the formulation and 

public release of the Ichihara Regional Healthcare Promotion Vision in May 2025, 

alongside the completion of a public call for hospital operators and their selection. 

 

Several key insights emerge from this case. First, declining inpatient volumes translate 

directly into deteriorating hospital finances, rendering the reallocation of healthcare 

resources inevitable. Addressing this challenge required multi-layered data analysis 

across prefectural, municipal, and medical-area levels, combined with careful and 

sustained consensus building among stakeholders. Second, in the context of advanced 

and highly specialized care, constraints such as shrinking patient volumes, shortages of 

specialized personnel—particularly surgeons—and the worsening cost-effectiveness of 



International Medical News 

12 

high-end medical equipment make functional consolidation a rational strategy for 

maintaining quality of care. Third, as functional consolidation inevitably reduces physical 

accessibility, complementary policy measures—such as visualizing available medical 

functions by area and providing mobility support—proved essential to mitigate access-

related burdens. 

 

In addition, the presentation introduces a case of hospital downsizing aligned with a 

rebuilding project in Funabashi City, illustrating that similar challenges are emerging even 

in urban settings. These cases suggest that sustaining healthcare delivery systems now 

depends less on expanding capacity and more on accepting strategic contraction and 

shared adjustment. Rather than treating the existence of large medical institutions as an 

end in itself, societies must collectively reconsider how much physical accessibility can 

be relinquished without compromising quality of care. 

 

Although the path forward is complex and inevitably involves trial and error, the risks of 

inaction are steadily increasing. By examining the Ichihara City experience, this 

presentation aims to provide a foundation for discussion on how data and policy can be 

integrated to shape the future of regional healthcare systems. 

 

LectureⅡ 

Medical Fee Revisions and the Future of Hospital Care in 

Japan  

Yoshihiro Ota, MD, MBA 

Chairman of the Board of Trustees 

Nagoya Memorial Hospital and Foundation 

 

Japan’s hospital sector is currently facing a severe financial crisis, a situation that 

has increasingly attracted public attention through media coverage. However, 

the underlying reasons for this crisis are not fully understood, even among 

healthcare professionals. As a Central Social Insurance Medical Council 

(Chuikyo) member representing hospital organizations since the 2024 fee revision, 

the author feels a strong responsibility for the current state of Japanese 

healthcare. A key objective has therefore been to clarify how the medical fee 

revision system works and what structural constraints shape it. 

Medical fee revisions are conducted every two years through changes to the 

national fee schedule. Although the detailed discussions take place at Chuikyo 

and are formally submitted to the Minister of Health, Labour and Welfare, the 

most critical determinant is the overall revision rate decided in the national 
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budget process. This rate effectively sets a ceiling on total healthcare 

expenditure for the following fiscal year, meaning that Japan’s healthcare 

system operates under a de facto global budget. When the revision rate is low, 

increases in certain areas must be offset by reductions elsewhere. 

Since the early 2000s, medical fee revisions have been consistently constrained. 

Except for two revisions under the former Democratic Party government, the core 

medical fee revision has effectively been negative. As a result, hospital operating 

margins have steadily deteriorated. While the government conducts surveys on 

healthcare institutions’ financial conditions, these data have rarely led to 

substantial increases in the revision rate. Instead, the most influential factor has 

been the “Basic Policy on Economic and Fiscal Management and Reform” (the 

so-called “Honebuto Policy”), adopted annually by the Cabinet. For more than 

a decade, this policy has limited growth in social security spending to the pace 

of population aging. 

Healthcare expenditure naturally increases not only due to aging but also 

because of medical advances, such as robotic surgery and expensive new drugs. 

However, Japan’s fiscal policy has largely refused to accommodate these costs, 

relying instead on measures such as drug price cuts and higher patient co-

payments to contain spending. Consequently, the 2024 revision resulted in a core 

increase of only 0.88% over two years, despite sustained inflation, pushing many 

hospitals to the brink of financial collapse. 

Recognizing the severity of the situation, hospital organizations intensified 

advocacy efforts ahead of the formulation of the 2025 Honebuto Policy. Through 

repeated briefings to politicians and the media, and with the support of public 

broadcasting, awareness of the crisis in hospital care gradually spread. These 

efforts succeeded in revising the fiscal framework to allow additional growth 

reflecting economic and price trends, not only demographic aging. As a result, 

a comparatively high core revision rate of 3.09% was secured. Nevertheless, 

given ongoing inflation of around 3% per year, this improvement remains 

insufficient to fully stabilize hospital management. 

Beyond immediate financial pressures, Japan faces a profound demographic 

transformation. The population peaked in 2008 and has since entered a rapid 

decline, with the working-age population expected to shrink sharply after 2025. 

Current social security systems were designed for a stable, “19th-century-type” 

population structure and are increasingly incompatible with the “21st-century-

type” structure now emerging. In healthcare and welfare, labor demand is 

projected to reach unsustainable levels by 2040, making productivity 

improvements and fundamental restructuring unavoidable. 

Government fiscal simulations indicate that without continued reforms, social 

security spending will outpace economic growth, undermining long-term 



International Medical News 

14 

sustainability. Even under assumptions of modest economic growth, ongoing 

measures to offset cost increases from medical advances are deemed 

necessary. This implies that the healthcare cost containment reforms of the past 

decade will continue, placing persistent pressure on providers. 

While the 2026 revision achieved one of the highest core revision rates in recent 

years, it should be seen only as a temporary relief. Maintaining regional 

healthcare systems will require sustained efforts to secure adequate funding, 

alongside proactive reforms of healthcare delivery and hospital management. 

Healthcare professionals must recognize these demographic and fiscal realities 

and engage actively in shaping a system that can endure in the decades ahead. 
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